
山梨県国民健康保険団体連合会 

 

平成 30 年度 財務諸表に対する注記 

 

 

1．継続事業の前提に関する注記 

該当なし 

 

 

 2．重要な会計方針 

(1)有価証券の評価基準及び評価方法 

 該当なし 

 

(2)棚卸資産の評価基準及び評価方法 

 該当なし 

 

(3)固定資産の減価償却の方法 

 ①有形固定資産…定額法により計上している。 

 ②無形固定資産（ソフトウエア）…定額法により計上している。 

 ③固定資産の耐用年数は「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」によっている。 

 

(4)引当金の計上基準 

 退職給付引当金…職員の退職金の支給に備えるため、自己都合による期末要支給額を計上して 

いる。 

 

 (5)消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税込み方式により計上している。 

 

(6)その他の会計処理 

 未収金・未払金の会計処理…会計期間経過後の財務会計規則で定める出納整理期間中の収入及 

び支出は未収金及び未払金に計上している。 

 

 

3．会計方針の変更 

該当なし 
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4．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高 

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 

(単位：円） 

科  目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

基本財産 0 0 0 0 

小  計 0 0 0 0 

特定資産        

事業運営安定化積立金（一般） 453,744,000 0 0 453,744,000 

財政調整基金積立資産（国保） 21,900,000 24,574,000 21,900,000 24,574,000 

財政調整基金積立資産（後期） 28,174,000 26,665,000 28,174,000 26,665,000 

財政調整基金積立資産（介護） 10,433,000 10,364,000 10,433,000 10,364,000 

財政調整基金積立資産（障害） 0 2,980,000 0 2,980,000 

財政調整基金積立資産（特定） 0 742,000 0 742,000 

財政調整基金積立資産（重心） 9,202,000 9,102,000 9,202,000 9,102,000 

減価償却引当資産（国保） 115,922,000 89,828,000 210,000 205,540,000 

減価償却引当資産（後期） 74,406,000 13,977,000 107,000 88,276,000 

減価償却引当資産（介護） 8,724,000 747,000 0 9,471,000 

減価償却引当資産（特定） 4,857,000 743,000 0 5,600,000 

減価償却引当資産（重心） 19,070,000 0 7,061,000 12,009,000 

電算処理システム導入作業経費積立資産（国保） 16,651,000 20,477,000 0 37,128,000 

電算処理システム導入作業経費積立資産（後期） 12,136,000 9,509,000 0 21,645,000 

電算処理システム導入作業経費積立資産（介護） 17,924,000 3,388,000 0 21,312,000 

電算処理システム導入作業経費積立資産（障害） 2,722,000 2,722,000 0 5,444,000 

電算処理システム導入作業経費積立資産（特定） 12,846,000 1,254,000 0 14,100,000 

電算処理システム導入作業経費積立資産（重心） 1,510,000 232,000 1,510,000 232,000 

退職給付引当資産 46,354,383 34,311,000 0 80,665,383 

什器備品（国庫補助金）  （一般） 5,494,730 0 1,606,674 3,888,056 

什器備品（国庫補助金）  （国保） 41,122,053 0 10,483,443 30,638,610 

ソフトウエア（国庫補助金）（一般） 3,302,692 0 903,722 2,398,970 

ソフトウエア（国庫補助金）（国保） 60,423,045 0 16,998,516 43,424,529 

       

小  計 966,917,903 251,615,000 108,589,355 1,109,943,548 

合  計 966,917,903 251,615,000 108,589,355 1,109,943,548 
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5．基本財産及び特定資産の財源等の内訳 

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 
(単位：

円） 

科  目 当期末残高 

(うち指定正 

味財産から 

の充当額) 

(うち一般正 

味財産から 

の充当額) 

(うち負債に 

対応する額) 

基本財産 0 0 0 0 

小  計 0 0 0 0 

特定資産       

事業運営安定化積立金（一般） 453,744,000 0 453,744,000 0 

財政調整基金積立資産（国保） 24,574,000 0 24,574,000 0 

財政調整基金積立資産（後期） 26,665,000 0 26,665,000 0 

財政調整基金積立資産（介護） 10,364,000 0 10,364,000 0 

財政調整基金積立資産（障害） 2,980,000 0 2,980,000 0 

財政調整基金積立資産（特定） 742,000 0 742,000 0 

財政調整基金積立資産（重心） 9,102,000 0 9,102,000 0 

減価償却引当資産（国保） 205,540,000 0 205,540,000 0 

減価償却引当資産（後期） 88,276,000 0 88,276,000 0 

減価償却引当資産（介護） 9,471,000 0 9,471,000 0 

減価償却引当資産（特定） 5,600,000 0 5,600,000 0 

減価償却引当資産（重心） 12,009,000 0 12,009,000 0 

電算処理システム導入作業経費積立資産（国

保） 
37,128,000 0 37,128,000 0 

電算処理システム導入作業経費積立資産（後

期） 
21,645,000 0 21,645,000 0 

電算処理システム導入作業経費積立資産（介

護） 
21,312,000 0 21,312,000 0 

電算処理システム導入作業経費積立資産（障

害） 
5,444,000 0 5,444,000 0 

電算処理システム導入作業経費積立資産（特

定） 
14,100,000 0 14,100,000 0 

電算処理システム導入作業経費積立資産（重

心） 
232,000 0 232,000 0 

退職給付引当資産 80,665,383 0 80,665,383 0 

什器備品（国庫補助金）  （一般） 3,888,056 3,888,056 0 0 

什器備品（国庫補助金）  （国保） 30,638,610 30,638,610 0 0 

ソフトウエア（国庫補助金）（一般） 2,398,970 2,398,970 0 0 

ソフトウエア（国庫補助金）（国保） 43,424,529 43,424,529 0 0 

         

小  計 1,109,943,548 80,350,165 1,029,593,383 0 

合  計 1,109,943,548 80,350,165 1,029,593,383 0 

 

6．担保に供している資産 

該当なし 

 

7．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 

                                   （単位：円） 

科  目 取得価格 減価償却累計額 当期末残高 

特定資産    

什器備品（国庫補助金） 65,271,515 30,744,849 34,526,666 
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  ソフトウエア（国庫補助金） 90,131,304 44,307,805 45,823,499 

その他の固定資産    

建物附属設備 113,925 112,726 1,199 

車両運搬具 3,906,000 3,905,999 1 

什器備品 326,485,266 229,528,884 96,956,382 

ソフトウエア 346,509,314 206,160,169 140,349,145 

合  計 832,417,324 514,760,432 317,656,892 

 

8．債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高 

  債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高は、次のとおりである。 

 

(単位：円） 

科  目 債権金額 
貸倒引当金の 
当期末残高 

債権の 
当期末残高 

該当なし    

合     計    

 

9．保証債務等の偶発債務 

該当なし 

 

10．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

   満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。 
(単位：円） 

科  目 帳簿価類 時  価 評価損益 

該当なし  

 

 

 

 

 合     計  

 

 

 

 

  

11．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高 

   補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。 

(単位：円） 

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 
貸借対照表 

上の記載区分 

該当なし       

合     計  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

12．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳 
 （単位：円） 

内 容 金 額 

計上収益への振替額 

 減価償却費計上による振替額 

 事業費充当額 

 

0 

298,378,285 

合     計 298,378,285 

 

13．関連当事者との取引の内容 

該当なし 

 

14．重要な後発事象 

該当なし 
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15．その他 

該当なし 

 


